
「技術資料作成時の留意事項」

令和元年９月版 初版

令和２年８月版 改訂

令和３年７月版 改訂

令和３年８月版 改訂

令和４年８月版 改訂

令和５年８月版 改定

令和 7年４月版 改定

令和 7年８月版 改定

本資料は、旭川開発建設部における、競争参加資格確認申請資料(以下、技術資料)作成時の留意事項を

まとめましたので、作成時の参考として下さい。

技術資料の作成にあたり、入札説明書を十分に確認し、合わせて「技術資料作成時の留意事項」を確認

願います。

技術資料及び添付書類に不備があった場合には、否評価や失格となる場合がありますので、注意願いま

す。技術資料の審査においては、提出された資料のみで確認を行います。その他に当方で自ら調べるこ

とは致しませんので、指定様式等への記載内容が確認できる技術資料であることに留意下さい。

近年、様式に記載されているが、技術資料が添付されておらず確認できない案件が見受けられます。確

実に資料を添付してください。

また、単純に他工事の技術資料を提出された案件もありましたので十分ご注意ください。

技術資料及び添付資料について、コピーの繰り返し等により写真の不鮮明及び字句の判読不可等確認に

困難な書類も見受けられますので、作成にあたって注意お願いします。

単純なミスにより、『参加資格無し』又は『否評価』となる事例があります。提出前に必ず条件と記載

内容が合致しているかご確認下さい。

なお、不要な資料及び重複する資料は添付しないように合わせて確認願います。

旭川開発建設部 技術管理官

・ (資料表紙 Ｐ-１)
□ 提出資料名と提出する資料が一致しているか確認すること。

□ ◯印が付いている資料が添付されていない場合があるため確認すること。

□ 担当者メールアドレスを記載すること。

・(別記様式２ P-3) 同種の工事の施工実績
□ 資格要件：同種工事、より同種性の高い工事について入札説明書に適合すること。

□ 工事名称等：対象年度、工事名、会社名、共同企業体名、発注機関に誤りは無いか確認すること。

□ 工事概要：同種条件を満たす工種、数量を記入すること。

□ 添付資料：CORINS の写しとするが、数量等の詳細が確認出来ない場合は公示用設計図書、数量等の確認

が出来る資料を合わせて添付すること。また、添付する資料は、いずれも「最終変更」である

ことが確認できること。

□ 共同企業体の場合は、構成員の代表の実績にて提出してください。

・【参考】コリンズ評価事例
□ 同種条件の確認は、基本的には「工事実績データ（技術データ）」で確認できること。このため、工事実

施時から、このことに留意してコリンズの登録データを作成することが望ましい。

□ 添付するコリンズは頁を省略せず、一式添付すること。

※前年度から追記したものを青書、強調したい部分

は、赤書き（昨年同様、追加あり）としています。



・(別記様式３-１ P-4) 監理(主任)技術者の資格・工事経験等
□ 配置予定技術者の氏名等：主任又は監理技術者のいずれかを記入すること。

□ 法令による資格・免許：有効期限・修了期間・証明期限を確認すること。また、資格・免許の写しは、数

字等がつぶれて読み取れない事例も見受けられることから、判読可能な解像度で作成すること。

□ 監理技術者資格証の交付月日により、「直接的かつ恒常的な雇用関係」（入札の執行日以前三ヶ月以上）

を確認するが、確認できない場合は、「市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生

年金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書またはこれらに準ずる資料」（「監理技術者制

度マニュアルについて」より）の写しを添付すること。

□ CPD の単位取得期間を確認すること。

□ 資格要件：競争参加資格(同種工事、より同種性の高い工事)について入札説明書に適合すること。

□ 工事経験の概要：対象年度、工事名、会社名、共同企業体名、発注機関等に誤りは無いか確認すること。

□ 添付資料：CORINS の写しとするが、数量等の詳細が確認出来ない場合は公示用設計図書、数量等の確認

が出来る資料を合わせて添付すること。また、添付する資料は、いずれも「最終変更」である

ことが確認できること。

なお、入札説明書に『実績として記載できる工事は、主任技術者又は監理技術者あるいは現場

代理人として工期の「１／２以上」又は「１２ヶ月以上」を専任で従事した工事』と記載のあ

る場合は、CORINS の従事期間を良く確認すること。

□ 従事役職が担当技術者で従事し、全工期従事しなかった場合は、条件を満たすことを証明する実施工程表

等、実際の作業状況が分かる資料を添付すること。※確認出来ない場合は「失格」となる場合がありま

す。

□ 共同企業体、複数の技術者で申請する場合は、全ての技術者について提出すること。

・ 複数の配置技術者の実績を添付した場合、加算点の最下位者の評価とする。

・【参考】(ＣＰＤ評価事例 P-５)
□ (CPD)学習履歴証明書を添付すること。

□ 入札説明書に記載されている証明期間における推奨単位数を満たしているか確認すること。

□ 証明期間の開始は、４月１日以降から資料提出期限までなので、留意すること。

□ 証明期間について参照のこと。

・(別記様式３-２ P-６) 監理(主任)技術者等の工事成績
□ 対象工事：入札説明書より対象年度及び工事区分を確認すること。

□ 工事の経験の概要：対象年度、工事名、会社名、共同企業体名、発注機関等に誤りは無いか確認するこ

と。

□ 共同企業体、複数の技術者で申請する場合は、全ての技術者について提出すること。

・ 複数の配置技術者の実績を添付した場合、加算点の最下位者の評価とする。

・(別記様式３-３ P-７ ) 詳細設計技術者の資格 【対象工事の場合】
□ 添付資料の有効期限・修了期間・証明期限について確認。

□ 技術士、その他の登録番号、取得年月日について確認。

□ 入札説明書４(６)の基準を満たす者を配置できるか確認。

・(別記様式３-４ P-８) 登録基幹技能者・建設マスター・技能士の活用
□ 入札説明書に記載の工種であること。

□ 登録基幹技能士講習修了証等の写しを添付する必要はないが、入札説明書の記載に留意。

□ 共同企業体の場合は、参加工事１件についてとして扱い、構成員をまとめて記載。

・(別記様式４ P-９)当該工事での留意事項等【施工計画重視型、チャレンジ型様式含む】
□ 当該工事での留意項等：項目と内容の整合をとること。

例)品質管理を求めているが、工程管理を記載している場合は評価対象外。

□ 対策・効果が分かるように、箇所や頻度等を具体的に記載する。

□ 各項目の留意事項に２つ以上読み取れる記述があった場合は１つめのみ評価する。

例)１項目に複数(２～３提案)を記載している場合は、２提案目からは評価対象外となります。



・(別記様式５-１ P-1０) 企業の優良工事表彰等の有無
□ 評価対象は、優良工事表彰、国交省インフラＤＸ大賞、開発局 i-Con 奨励賞いずれ

かを記載すること。

（上記記載表彰重複加点なし、最大配点受賞を評価。工事成績優秀企業認定と重複加点）

□ 表彰選定(表彰名及び受賞名含む)、工事名、表彰年月日、事業区分に記入漏れ、誤字脱字がないか確認。

（事業区分は、「河川」「道路」「農業」から選択。）

□ 対象年度を確認すること。

（優良工事表彰は過去２年度、開発局 i-Con 奨励賞は過去１年度）

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。

・(別記様式５-２ P-1１) 配置予定技術者の優良工事表彰等の有無
□ 評価対象は、優良工事表彰、海外インフラプロジェクト優秀技術者国土交通大臣賞及び国土交通大臣奨励

賞のいずれかを記載すること。（上記記載表彰重複加点なし、最大配点受賞を評価。）

□ 表彰選定（表彰名及び受賞名含む）、工事名、表彰年月日に記入漏れ、誤字脱字がないか確認。

（事業区分は、「河川」「道路」「農業」から選択。）

・(別記様式６-１ P-1２) 近隣地域内の施工実績(過去１０年度)
□ 工事名・会社名(JV 含む)・発注機関に記入漏れ、誤字脱字がないか確認。

□ 対象年度を確認

□ 工事区分を確認(入札説明書４(２)と同じ「同一工事区分の同一部門工事」)

(工事により工事区分が変更になるため、入札説明書をよく確認すること。)

□ 入札説明書に記載されている工事規模の金額に注意。

(工事により工事規模が変更になるため、入札説明書をよく確認すること。)

□ 旭川開発建設部管内での施工実績のため開発局発注以外も評価対象。ただし本工事と同一区分。

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。

・(別記様式６-２ P-１３) 年間維持除雪工事の施工実績【一般土木(道路部門)のみ】
□ 連続 5 年以上を確認するため CORINS の写しを添付。（全ての写しと工事箇所図を添付）

□ 当該工事区間以外または箇所以外での年間維持除雪工事の実績は評価しない。

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。

・(別記様式７-１ P-１４ 、P-１５) 災害活動の実態等(活動の実績、防災活動又は支援体制)

（営繕除く）
□ 災害緊急活動

国、地方公共団体または公共施設の管理団体が所有又は管理する施設や場所に対する活動であること。

□ 災害緊急活動の確認資料

要請書、契約書又は活動証明書（通信記録も可）、表彰状、感謝状又は礼状のいずれか。

□ 被災後の災害復旧工事における工種(工事内容)と同一の災害対応(活動)は評価対象としない。

□当該活動の要請書、契約書、活動証明書(通信記録も可)、新聞、広報誌等の対象年度を確認。
□ 防災活動

災訓等の実施や協力、催事等での防災に関する広報活動

□ 防災活動の確認資料

活動の実施状況(実施年月日含む)が確認できる新聞記事、主催者からの参加証明書又は写真等

□ 支援体制

災害活動時の資機材の保管が可能な倉庫や土地の保有、災害応時に利用可能な資機材(常時保有)
□ 支援体制の確認資料

資機材の保有状況や現状（災害時に使用可能か）確認できる資料であること。

図面や写真、登記簿、（写し）、災害協定の資機材保有一覧表などの写し

様式に記載されている作成上の留意事項を参照。

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。



・(別記様式７-２ P-１６) 災害協定による地域貢献の有無
□ 北海道開発局長、旭川開発建設部長、管内事務所長以外との協定で、協定書又は覚書等を添付していない

ものは評価対象外。

□ 北海道開発局長、旭川開発建設部長、管内事務所長以外との協定で、証明書の日付が令和７年 3 月 31 日

以前のものは評価対象外。

□ 災害協定の確認資料

協定書の写し及び旭川開発建設部管内に出動可能な体制であることを示す資料（体制表等）。

また、団体の代表が締結した協定の場合は、令和７年度に協会等が発行した証明書（当該協定に基づき災

害応急活動に従事する者である旨の証明）

様式に記載されている作成上の留意事項を参照。

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。

・(別記様式８ P-１７) 関連分野での技術開発実績(NETIS への登録)及び有用な技術の活用
□ 技術の位置付け（有用な新技術）又は旧実施要領のよる技術の位置付けに該当しないものは、評価しな

い。 「有用な技術」は、入札公告時点での NETIS 新技術概要説明情報の「技術の位置付け」を確認する

こと。

□ 適用期間が終了のものは評価しない。

・(別記様式９ P-１８) その他技術的特性
□ 舗装施工監理技術者資格証等の写しを添付する必要はないが、入札説明書の記載に留意。

□ 共同企業体の場合は、参加工事１件についてとして扱い、構成員をまとめて記載。

・建設業許可書の写し
□ 建設業許可書（「建設業の許可について」又は「建設業許可通知書」）を必ず添付すること。

□ 「建設業許可申請書別紙二（２）」を必ず添付すること。

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。

※ 本資料が確認できない場合、失格となる場合がある。

・（別紙１－２ P-2１) 従業員への賃金引上げ計画の表明書
□ 中小企業等の場合は、必ず直近年度の「法人税申告書別表１」を提出すること。

□ 「法人税申告書別表１」における各区分を示す◯印の有無が分かる解像度で作成すること。

□ 表明期間は、法人税申告書別表１により確認している。企業の事業年度と賃上げ表明期間は必ずしも一致

しなくて良いがこのことで確認を要する場合がある。

□ 記載例は、事業年度表明と歴年表明の２通りを例示しており、合致する片方の記載方法で作成すること。

事業年度表明の場合

当社は、◯年度（◯年◯月◯日から令和◯年◯月◯日までの当社事業年度）において、給与総額を対前

年度増加率◯％以上とすることを表明します。

歴年表明の場合

当社は、令和◯年において、給与総額を対前年度増加率◯％以上とすることを表明します。

□ 賃上表明対象期間は、工事の契約時期、表明期間により変わるため確認を行うこと。

特に年度変わりなどで間違った例が見受けられる。

歴年表明 契約月が該当する歴年での表明 契約：令和７年１月～１２月 表明期間「令和７年」

事業年度 契約を行う予定の会計年度に開始する事業年度

例１ 契約:令和７年４月 事業年度:１月～ 表明期間:令和８年１月～令和８年１２月

例２ 契約:令和７年４月 事業年度:４月～ 表明期間:令和７年４月～令和８年３月

例３ 契約:令和７年４月 事業年度:８月～ 表明期間:令和７年８月～令和８年７月

□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。

・（別記様式１２－１）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況
□ 共同企業体で申請する場合は、構成員すべてについて提出すること。



（技術資料表紙例：電子入札システムによる場合）

令和○年○○月○○日

支出負担行為担当官

旭川開発建設部長 ○○ ○○ 殿

住 所 〒000-0000

北海道○○市○○町○－○－○

商号又は名称 ○○建設株式会社

代 表 者 氏 名 代表取締役社長 ○○ ○○

担当者氏名 ○○ ○○

連 絡 先 〒000-0000

北海道○○市○○町○－○－○

○○建設株式会社○○支店○○部○○課

Tel 0000-00-0000（内線 0000）

E-mail ******@***.***

一般国道○○号 ○○市 ○○○○工事
技 術 資 料

上記工事に係る技術資料について、下記のとおり提出します。

資料の提出方法

提出資料名

電子入札

システム

持参・郵送・

託送

備 考

同種工事の施工実績（別記様式２） ○

監理(主任)技術者等の資格・工事経験（別記様式３－１） ○

監理(主任)技術者等の工事成績（別記様式３－２） ○

詳細設計技術者の資格（別記様式３－３） ○

登録基幹技能者等の活用（別記様式３－４） ○

当該工事での留意事項（別記様式４） ○

企業の優良工事表彰等の有無（別記様式５－１） ○

配置予定技術者の優良工事表彰等の有無（別記様式５－２） ○

近隣地域内の施工実績（別記様式６－１） ○

年間維持除雪（舗装維持）工事連続５年以上の施工実績（別

記様式６－２）
○

災害活動の実態等（活動の実績、防災活動又は支援体制）（別

記様式７－１）
○

災害協定による地域貢献の有無（別記様式７－２） ○

関連分野での技術開発実績（NETIS への登録）及び有用な技

術の活用（別記様式８）
○

新技術導入促進（Ⅰ）型での新技術活用提案 （別記様式８） ○

その他の技術的適性（別記様式９） ○

一括審査方式にかかる参加希望一覧表（別記様式 10） ○

ＩＣＴ施工技術の活用（ICT 活用工事）（別記様式 11） ○

コリンズ等の写し ○

工事成績評定通知書の写し ○

技術検定合格証明書及び監理技術者資格者証の写し ○

建設業許可申請書の写し ○

【施工能力評価型Ｉ型①、同時提出型、電子契約の場合】であり、

他の場合は、様式番号等に差違生じる場合があります。
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従業員への賃金引上げ計画の表明書 ○

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての

適合状況（別記様式１２－１）
○

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての

適合状況（別記様式１２－２）
○

※ 記載に当たっては、すべての提出資料名及びその提出方法を記入すること。
※ 代表者印等の押印は不要とする。
※ 経営事項審査の確認のための資料の写しの提出は不要とする。
※ FAX 番号の記載は不要とし、電子メールアドレスを記載すること。
※ 送信する資料は、一つのＰＤＦファイルにまとめること。
※ 「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は本評価項目で加点を希望する場合に記載すること。

なお、中小企業等については、表明書と合わせて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」を
提出すること。
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（別記様式２） （用紙Ａ４）

同 種 工 事 の 施 工 実 績

会社名

資 格 要 件 平成○○年度以
の要件を満たす工事を元請として施工した実績を有すること。

ア〔同種性が認められる工事〕
○○○○○○

イ〔より同種性の高い工事〕
○○○○○○○○

工 事 分 類 ・同種性が認められる工事 ・より同種性の高い工事

工

事

名

称

等

工 事 名 称

発 注 機 関 名

施 工 場 所 （都道府県名・市町村名）

契 約 金 額 千円

工 期 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率）

工

事

概

要

構 造 形 式

規 模 ・ 寸 法

使用機材・数量

設 計 条 件

※ 工事分類には「同種性が認められる工事」、「より同種性の高い工事」のいずれかに○
をすること。

※ 公告において明示した資格があることを判断できる必要最小限の項目を記載すること。
※ 海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度により認定された海外実績で、コリン
ズ等に登録されていない場合は、国土交通省が発行する海外認定・表彰制度の認定証の写
し及び当該工事の内容について確認できる資料を提出すること。なお、認定証が未達等、
認定証の写しを提出できない場合は、国土交通省が通知した文書の写しをもってそれに代
えることができる。

※ 施工実績として施工量が設定されている場合は、施工量を「使用機材・数量」欄に必ず
記載すること。

※ ２件以上の工事実績を提出する場合は、１工事ごとに１枚ずつ、複数枚提出すること。

資格要件の「同種性」又は「より同種性」に記載される個々の条件と 整合させて記載してください。

また、その記載内容がコリンズ等で確認できること。

例１）①高規格幹線道路又は国道において、②30,000m3 以上の③盛土工の施工実績を有すること。

※同一工事で①～③の全ての実績が確認できること。

例 2）①国が発注した②河川工事において、③仮締切を伴う④低水護岸工事の施工実績を有すること。

※同一工事で①～④の全ての実績が確認できること。

作成上の留意事項

工事名称・会社名（JV 含む）・発注機関名に記入漏れ、誤字脱字がないか確認してください。

対象年度を確認してください。

同種条件、より同種条件を満たす資料が添付されているか確認してください。

（添付資料・・・CORINS の写しとするが、数量等の詳細が確認できない場合は公示用設計書、数量等

の確認ができる資料も合わせて添付してください。

また、添付する資料は、いずれも「最終変更」であることが確認できることとしてください。

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）
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（別記様式３－１） （用紙Ａ４）

監理（主任）技術者等の資格・工事経験

会社名

資 格 要 件

平成○○年度以降から公告開始日時点にお
満たす工事経験を有すること。

ア〔同種性が認められる工事〕
○○○○○○

イ〔より同種性の高い工事〕
○○○○○○○○

配 置 予 定 技 術 者 の 氏 名 等 ○○技術者 ○○ ○○

法 令 に よ る 資 格 ・ 免 許
一級土木施工管理技士（取得年及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
監理技術者講習修了証（取得年及び修了証番号）

Ｃ Ｐ Ｄ 単 位 の 取 得 有（別添のとおり） ・ 無

工 事 分 類 ・同種性が認められる工事 ・より同種性の高い工事

工

事

経

験

の

概

要

工 事 名 称

発 注 機 関 名

施 工 場 所 （都道府県名・市町村名）

契 約 金 額 千円

工 期 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日

従 事 役 職 現場代理人・監理（主任）技術者・担当技術者

工 事 内 容

コリンズ登録の有無 有（コリンズ登録番号） ・ 無

申
請
時
に
お
け
る
他
工
事
の
従
事
状
況

工 事 名 称

発 注 機 関 名

工 期 令和○年○○月○○日 ～ 令和○年○○月○○日

従 事 役 職 現場代理人・監理（特例監理・主任）技術者等

本工事と重複する場
合の対応措置

（例）○月○日から後片付け開始予定のため従事可能

コリンズ登録の有無 有（コリンズ登録番号） ・ 無

※ 公告において明示した資格があることを判断できる必要最小限の事項を記載すること。
※ 工事分類には「同種性が認められる工事」、「より同種性の高い工事」のいずれかに○をすること。
※ 申請時における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について、本工事を落札した場合の技術者の配置予

定等を記入すること。
※ ＣＰＤ単位の取得については、入札説明書別表２を参照すること。

取得単位数等を証明
※ JV の場合は技術者
※ 担当技術者として従
※ 海外インフラプロジ

は、国土交通省が発行
こと。なお、認定証が
代えることができる

※ ２件以上の工事実績

作成上の留意事項

工事名称・会社名（JV 含む）・発注機関名に記入漏れ、誤字脱字がないか確認してください。

対象年度を確認してください。

同種条件、より同種条件を満たす資料が添付されているか確認してください。

添付資料・・・CORINS の写しとするが、数量等の詳細が確認できない場合は公示用設計書、

数量等の確認ができる資料も合わせて添付してください。

また、添付する資料は、いずれも「最終変更」であることが確認できることとしてください。

工事名称、会社名（共同企業体

の場合は共同企業体名）は必ず

記載してください。
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（別記様式３－２） （用紙Ａ４）

監理（主任）技術者等の工事成績

会社名

配置予定技術者の氏名等 ○○技術者 ○○ ○○

対 象 工 事

過去１０年度（平成○○年度～令和○○年度）に、元請とし

て完成した、北海道開発局発注工事の○○工事。任意の１件と

し、主任技術者又は監理技術者あるいは現場代理人として従事

したものに限る。

工

事

経

験

の

概

要

工 事 名 称

発 注 機 関 名 北海道開発局 ○○開発建設部

契 約 金 額 千円

工 期 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日

従 事 役 職 監理技術者・主任技術者・現場代理人

従 事 期 間 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日

工事成績評定点 ○○点

コリンズ登録の有無 有（コリンズ登録番号） ・ 無

※ 担当した役割と技術的内容が分かる書類（コリンズ、工事成績評定通知書及び現場代理人等

通知書（及び変更届）の写し等）を添付すること。

※ 主任技術者又は監理技術者を工期の途中で変更した工事の場合は、上記の配置期間の条件を

確認できる資料（工程表等）も提出すること（工期の途中での変更のない場合は提出不要。）。

※ 従事役職の記載は、監理（主任）技術者、現場代理人のいずれかを記載する。（ただし、単

体として受注した工事で主任技術者を記載する場合は、監理技術者配置の必要のない工事に限

る。） なお、JV での成績実績の場合、監理技術者を配置した社以外の、構成員の主任技術者

についても評価対象とする。

※ 申請するすべての配置予定技術者について提出すること。

ただし、JV の場合は資格・実績要件を満たす技術者について提出すること。

※ 対象期間中に出産・育児等の真にやむを得ない事情により休業を取得していた場合には、休

業期間に相当する日数を対象期間に加えることができる。この場合、休業を証明できる書類を

添付すること。

※ 対象期間中に国等発注による事業推進ＰＰＰ又はＣＭ（施工段階に限る。）に従事していた

場合、その従事期間を除いて対象年度を遡ることができる。遡りは、全従事期間の１年未満を

切り捨てた期間とする。この場合は、従事していたことを証明できる書類を添付すること。

作成上の留意事項

工事名称・会社名（JV 含む）・発注機関名に記入漏れ、誤字脱字がないか確認してください。

対象年度を確認してください。

工事区分を確認（入札説明書４（２）と同じ本工事の工事区分）を確認してください

（工事により工事区分が変更になるため入札説明書をよく確認）

配置予定技術者の従事役職、氏名欄の役職は主任または管理技術者、代理人のいずれかを記入してください。

工事名称、会社名（共同企業体

の場合は共同企業体名）は必ず

記載してください。
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【詳細設計付き施工発注方式の試行工事の場合】

（別記様式３－３） （用紙Ａ４）

詳細設計技術者の資格

会社名

資 格 要 件
詳細設計に係わる技術者として、入札説明書４(７)に掲げる基準を満た

す者を配置できること。

氏 名 生年月日

所 属 ・ 役 職

保 有 資 格 技術士（部門： 分野： ）

①登 録 番 号：

②取得年月日：

その他（名称： ）

①登 録 番 号：

②取得年月日：

工事名称、会社名（共同企業体

の場合は共同企業体名）は必ず

記載してください。

作成上の留意事項

添付資料の有効期限・修了期間・証明期限について確認してください。

技術士、その他の登録番号、取得年月日について確認。入札説明書４（６）の基準

を満たすものを配置できるか確認してください。
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【登録基幹技能者等活用対象工事の場合】
（別記様式３－４） （用紙Ａ４）

会社名

登録基幹技能者・建設マスター・技能士の活用

活用する登録基幹技

能者等の職種・資格
登録基幹技能者等の配置について記載する。

・登録基幹技能者
○○○○

□ 登録基幹技能者を配置する（職種名：○○○○）

□ 配置しない

・建設マスター
△△△△

□ 建設マスターを配置する（職種名：△△△△）

□ 配置しない

・技能士
□□□□

□ 技能士を配置する（職種名：□□□□）

□ 配置しない

注）１ 落札決定後、受注者の責により万が一履行できない場合又は以下のア～カについて
条件を満たしていない場合は、工事成績評定点から、総合評価配点分を減点する。
ア 現場従事技能者は、本工事の施工に係る元請又は下請企業が配置する者で、雇用
されている企業と直接的かつ恒常的な雇用関係があり、当該作業の施工期間全てに
おいて従事させることができる者を配置

イ① 登録基幹技能者：登録基幹技能者講習会修了証の写しの提出
ただし、資料の提出時点において有効期限切れのものは、当該項目の評価対象

外
② 建設マスター：顕彰状の写しの提出
③ 技能士：技能検定試験合格書の写しの提出。

ウ 監理（主任）技術者と登録基幹技能者、建設マスター、技能士の併任は評価対象
外

エ 優秀施工者国土交通大臣顕彰者（建設マスター）は、表彰から１０年間が対象
オ 建設ジュニアマスターについては、当該項目の評価対象外
カ 技能士の等級は、特級、１級、単一等級を評価対象

２ やむを得ない理由により予定技能者の交代が必要な場合は、同等の資格を有する技
能者を配置すること。

３ 本様式の提出時に上記注１を証明する資料の添付は不要とし、配置についての記載
のみでよい。

会社名（共同企業体の場合は共同企

業体名）は必ず記載してください。

共同企業体の場合、１枚で良い。
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（別記様式４） （用紙Ａ４）
当該工事での留意事項

工事名：
会社名：

■当該工事での留意事項 下記の各項目について具体的な留意事項等を記載願います。

項 目 当 該 工 事 で の 留 意 事 項

①
〇〇について 【(1)留意事項に関する具体的な課題】

【(2)課題に対する具体的な取組内容とその効果】

②
〇〇について 【(1)留意事項に関する具体的な課題】

【(2)課題に対する具体的な取組内容とその効果】

注１）作成・提出時には、表中注釈（吹き出し）及び注１）（本行）以降のコメントを削除す
ること。

注２）以下の事項は評価対象とならないので留意すること。
・コストをかけて、単純に仕様書等に定められた確認回数を増やす、添加剤等を加えて

材料の耐久性や機能等を向上させる、安全監視員等の人数を増やす、等のような記述
をしている場合

・特記仕様書に記載されている「協議事項」「設計変更」「未計上の工種」に対する提
案

・工事施工時（主たる工種が屋外作業）の熱中症対策に関する提案
・法令遵守に関する事項
・○○○○○

注３）項目は指定した２項目までとし、３項目以上の記述があった場合、３項目以降は評価対
象としない。

注４）各項目毎の当該工事での留意事項に２つ以上と読み取れる記述があった場合は、１つ目
のみを評価対象とする。

注５）文字の大きさは 10.0 ポイント以上とすること。
注６）枚数はＡ４判片面１枚以内とすること。
注７）図面、写真等を引用する場合も本様式に含めるものとし、参考資料として別に添付する

ことは認めない。
注８）ＩＣＴの活用を評価する工事においては、施工監理能力の確認（書面）ではＩＣＴの活

用について加点対象としない（ＩＣＴの活用については、別記様式 11 に記載すること。）。
ただし、ＩＣＴを応用（別の技術を組み合わせて効果を高める、又は別の効果を発現する
等を含む。）した部分は、その応用部分（付加的な内容）についてのみ施工監理能力の確
認（書面）での加点対象とする。

注９）ＮＥＴＩＳ登録技術の活用を評価する工事においては、施工監理能力の確認（書面）で
はＮＥＴＩＳ登録技術の活用について加点対象としない（ＮＥＴＩＳ登録技術の活用につ
いては別記様式８に記載すること）。ただし、別記様式８に記載しているＮＥＴＩＳ登録
技術が異なる場合に限り、施工監理能力の確認（書面）での加点対象とする。

注 10）一括審査方式においては、対象

工事名称、会社名（共同企業

体の場合は共同企業体名）は

必ず記載してください。

１項目につき、１つの具体的な方法を記載してください。

作成上の留意事項

特記仕様書に記載されている「協議事項」、「設計変更」、「未計上

の工種」に対する提案、または法令遵守に関する事項については評価

対象といたしません。

・全体で指定した２項目とする。
・設定された項目に対し、配置予定技術者の過去の同種工事の
実績・経験等を踏まえた留意事項を記述すること。
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（別記様式５－１） （用紙Ａ４）

企業の優良工事表彰等の有無

会社名：

優良工事表彰の有無 有（下記

表 彰 名 北海道開発局長表彰 ・ 旭川開発建設部長表彰

工 事 名 称

表 彰 年 月 日 令和○年○月○日

国土交通省インフラＤＸ大賞

受 賞 の 有 無
有（下記のとおり） ・ 無

受 賞 名 大臣賞 ・ 優秀賞

工 事 名 称

受賞公表年月日 令和○年○月○日

北海道開発局 i-Con 奨励賞

受賞の有無

有（下記のとおり） ・ 無

工 事 名 称

表 彰 年 月 日 令和○年○月○日

工事成績優秀企業認定の有無 有（認定年月日） ・ 無

※ 対象年度は入札説明書別表１を参照すること。

※ 評価対象は事業区分「○○」部門とする。

※ 表彰状等の写しは提出不要とする。

※ 評価対象は優良工事表彰、国交省インフラＤＸ大賞及び開発局 i-Con 奨励賞のいずれか

（重複加点なし。最大配点の受賞を評価する。）で、工事成績優秀企業認定とは重複加点

あり。

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）
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（別記様式５－２） （用紙Ａ４）

配置予定技術者の優良工事表彰等の有無

配置予定技術者の氏名：○○ ○○

優良工事表彰の有無 有（下記のとおり） ・ 無

表 彰 名 北海道開発局長表彰 ・ 旭川開発建設部長表彰

工 事 名 称

表 彰 年 月 日 令和○年○月○日

技術者認定・表彰の有無 有（下記のとおり） ・ 無

表 彰 等 名
海外インフラプロジェクト優秀技術者 国土交通大臣賞

海外インフラプロジェクト優秀技術者 国土交通大臣奨励賞

工 事 名 称

表 彰 等 年 月 日 令和○年○月○日

※ 対象年度は入札説明書別表１を参照すること。

※ 北海道開発局長優良工事表彰、旭川開発建設部長優良工事表彰における施工技術者の表

彰を対象とする（表彰状の写しは提出不要）。

※ 海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰の提出書類については、国土交通省が発行

する海外認定・表彰制度の表彰状の写しを添付すること。なお、表彰状が未達の場合等、

表彰状の写しを提出できない場合は、国土交通省が通知した文書の写しをもってそれに代

えることができる。

※ 評価対象は事業区分「○○」部門とする。

共同企業体の場合は、構成員の技術者毎に記載してください。
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（別記様式６－１） （用紙Ａ４）

近隣地域内の施工実績（過去１０年度）

会社名

近 隣 地 域 の 条 件 入札説明書８(３)カ(イ)による

工 事 区 分 ○○○○（○○工事）

工

事

名

称

等

工 事 名 称

発 注 機 関 名

施 工 場 所 （都道府県名・市町村名）

契 約 金 額 千円

工 期 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率）

コリンズ登録の有無 有（コリンズ登録番号） ・ 無

※ 対象年度は入札説明書別表１を参照すること。

※ 施工実績が確認できる資料（コリンズ及び工事成績評定通知書の写し等）を添付するこ

と。

作成上の留意事項

工事名称・会社名（JV 含む）・発注機関名に記入漏れ、誤字脱字がないか確認してください。

対象年度を確認してください。

工事区分を確認（入札説明書４（２）と同じ本工事の工事区分）

（工事により工事区分が変更になるため、入札説明書をよく確認してください。）

一般土木の場合、当該工事区分の等級の下限の金額以上としてください。

A 等級の場合は２．５億円以上 B 等級の場合は１．０億円以上、C 等級の場合は０．４億円以上

旭川開発建設部管内での施工実績のため開発局発注以外も評価対象。ただし本工事と同一工事区分とします。

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）
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（別記様式６－２） （用紙Ａ４）

当該工事区間又は箇所における年間維持除雪工事の施工実績（連続５年以上）

会社名

工

事

①

工 事 名 称

施 工 場 所 一般国道○○

工 期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率)

工

事

②

工 事 名 称

施 工 場 所 一般国道○○号 KP00.00 ～ KP00.00

工 期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率)

工

事

③

工 事 名 称

施 工 場 所 一般国道○○号 KP00.00 ～ KP00.00

工 期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率)

工

事

④

工 事 名 称

施 工 場 所 一般国道○○号 KP00.00 ～ KP00.00

工 期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率)

工

事

⑤

工 事 名 称

施 工 場 所 一般国道○○号 KP00.00 ～ KP00.00

工 期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率)

工

事

⑥

工 事 名 称

施 工 場 所 一般国道○○号 KP00.00 ～ KP00.00

工 期 平成 年 月 ～ 平成 年 月

受 注 形 態 等 単体 ／ ＪＶ（出資比率)

※ 施工実績が確認できる資料（コリンズ及び工事成績評定通知書の写し等）を添付するこ

と。

作成上の留意事項

連続５年以上を確認するため CORINS の写しを添付してください。

当該工事区間以外または箇所以外での年間維持除雪工事の実績は評価致しません。

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）
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（別記様式７－１ １／２）

（用紙Ａ４）

災害活動の実態等(活動の実績、防災活動又は支援体制)

会社名：○○○○○○

○災害緊急活動の実績(※１)

活動の名称

活動年月日（着手日など）

災害対応の要請者（管理者）

災害活動の対象となった施設名称

災害活動の概要

表彰・感謝状・礼状の有無

表彰等の受賞年月日

※１） 令和○年度から公告開始日までの期間を対象とし、旭川開発建設部管内での実績とする。

（ただし、北海道開発局長、旭川開発建設部長からの感謝状がある場合は管外でも可）

評価の対象は、国、地方自治体又は公共施設の管理団体が所有又は管理している施設又は

場所に関する活動（出動待機、巡回、災害対策用機械の運搬など直接的に現地の災害活動を

行わないものは対象外）とする。

また、維持除雪工事等の本来の工事区間内で、受注者として実施する災害対応については、

災害緊急活動実績の対象外とする。

なお、公共施設の管理団体とは、地方公共団体の指定管理者制度に基づく者、港湾管理者、

漁業協同組合、ＮＥＸＣＯ等とする。また、国、地方自治体又は公共施設の管理者から要請のな

い活動については、表彰・感謝状・礼状により確認できるものに限り評価する。

実績を確認するため、活動実績が確認できる資料若しくは表彰状、感謝状又は礼状の写しを

添付すること。

○防災活動の実績（※２）

防災活動の名称

防災活動年月日

防災活動先

防災活動の概要

※２） 令和○年度から公告開始日までの期間を対象とし、旭川開発建設部管内での実績とする。

なお、評価の対象は、国、地方自治体等を含めた防災訓練の実施や協力、催事等での防災

に関する広報活動とする。実績を確認するため、参加証明書や活動の実施状況（実施年月日を

含む）が確認できる写真等を添付すること。

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）

作成上の留意事項

・要請による災害緊急活動

要請書、契約書または活動証明書（通信記録も可）、あるいは表

彰状、感謝状または礼状のいずれかを添付してください。

・要請が無い活動

公共施設の管理団体等からの表彰状、感謝状または礼状のいずれ

かを添付してください。

作成上の留意事項

・活動の実施状況（実施年月日含む）が確認できる新聞記事など、主催者か

らの参加証明書または写真などを添付してください。
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（別記様式７－１ ２／２） （様式Ａ４）

○支援体制（※３）

・倉庫又は土地所有地

災害時に利用可能な施設

施設の場所（住所）

施設の所有者

施設の概要

・資機材の保有

建設機械名 規格 台数 保管場所

資材名 規格 数量 保管場所

※３） 評価の対象について、本店、支店及び営業所の社屋を除き、災害活動時の資機材の保管が

可能な倉庫や土地の保有又は、災害対応時に利用可能な資機材を常時保有しているもの（災害

活動時にリースするものは対象外）を対象とする。保有状況を確認できる施設等の図面や写真等

（災害協定の資機材保有一覧表、登記簿（写し）も可）を添付すること。

※４） 上記の内、いずれかについて評価する。

作成上の留意事項

支援体制

ア．倉庫又は土地所有地

倉庫、土地については、自社所有であれば、登記簿、課税証明書、公図（登記簿地番と照合できるもの）、写真（看

板等が写り込んでいればより可）等（写し）を添付してください。

賃貸（借地）であれば、賃貸契約書、登記簿（貸主の所有が確認できるもの）、課税証明書、公図（登記簿地番と照合

できるもの）、写真（看板等が写り込んでいればなお良い）等（写し）を添付してください。

イ－１．機材の保有

開発局長と「災害応急対策業務に関する協定」を締結している団体の構成員であれば、協定書に添付されている

「建設資機材等保有状況報告書」の写しを添付してください。

上記以外の者であれば、建設機械の写真（ナンバー、製造番号）、車検証の写し（車検期限、使用者）、重機であれ

ば特定自主検査記録表（製造番号、有効期限確認）の写しを添付してください。

イ－２．資材の保有

開発局長と「災害応急対策業務に関する協定」を締結している団体の構成員であれば、協定書に添付されている「建

設資機材等保有状況報告書」の写しを添付してください。

上記以外の者であれば、本店、支店及び営業所の社屋を除き、常時保有している災害対応時に利用可能な資材の

保有、保管状況、数量を明示した写真等を添付してください。

災害活動の実態等の評価について

①災害緊急活動の実績

②防災活動の実績

③支援体制

③-1 倉庫又は土地所有地（災害時利用等）

③-2 資機材の保管（建設機械）

③-3 資機材の保管（災害時利用資材）

※③支援体制で求めているものは、上記３項目（③-1～③-3）についてです。

これら３項目のうち、いずれか１項目にて評価します。
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（別記様式７－２） （用紙Ａ４）

災害協定による地域貢献の有無

会社名：

災 害 協 定 の 有 無 有（下記のとおり）

災 害 協 定 の 内 容

災害協定の締結期間 令和○年○○月○○日 ～ 令和○年○○月○○日

災害協定の証明(締

結)年月日

令和○年○○月○○日

災害協定の相手方

※ 対象年度は入札説明書別表１を参照すること。

※ 対象となる災害協定は現時点において交わしていることが必要であり、災害協定が有の

場合は、入札説明書８(３)キ(イ)に示す資料等を添付すること。

※ 災害協定は、提出日時点において交わしているものであること。

※ 災害協定については、以下の全ての資料を提出すること。

a) 国の機関又は地方自治体と締結している災害協定書（全ページ）。

b) 当局との災害協定である場合は、北海道開発局長、旭川開発建設部長、旭川開発建設部

の事務（業）所長と締結している災害協定書（全ページ）。

c) 協定書の写し及び旭川開発建設部管内に出動可能な体制であることを示す資料（体制表

等）。

また、団体の代表が締結した協定の場合は、令和７年度又は令和８年度に協会等が発行し

た証明書（当該協定に基づき災害応急活動に従事する者である旨の証明）。

作成上の留意事項

・年月日を確認してください。

・証明書は当該年度が対象であり、入札公告までの日付であること。

※なお、各協会等と締結している協定の写しを添付する場合には当該年度に協会等が発行した証明書を添付してください

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）
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（別記様式８） （用紙Ａ４）
関連分野での技術開発実績（NETIS への登録）及び有用な技術の活用

（工事名 ○○○○○○○○工事）
会社名：

項 目 項目に対する回答 技 術 の 詳 細

① 当該工事の関
連分野におけ
る技術開発の
有無

１．技術開発がある
（ 右 欄 に 詳 細 を 記
載する。）

２．技術開発がない

技 術 名 称 ○○○○○

登録年月日 平成○○年○○月○○日
（登録年月日が分かる資料を添付する
こと。）

開 発 者 ○○○○○
（複数の場合は、すべて記載する。）

登 録 等 ○○○○○
（技術区分、NETIS への登録番号及び
名称を記載する。）

概 要 ○○○○○
（技術概要を記載する。当該工事に活
用する場合は、その具体的な施工方法
等を記載する。）

② 「新技術情報
提供システム
(NETIS)」に掲
載された「有用
な新技術」の活
用について

１．「有用な新技術」
を 当 該 工 事 に 活 用
する

（右欄に詳細を記
載する。）

２．「有用な新技術」
を 当 該 工 事 に 活 用
しない

技 術 区 分 ○○○○○

新技術名称 ○○○○○

登 録 № ○○○○○
選 定 理 由 ○○○○○

（入札公告時の与条件に基づき、新技
術を当該工事に適用する目的、期待さ
れる効果、適用できると判断した根拠
を具体的に記載する。）

概 要 ○○○○○
（当該工事において上記新技術を活用
する場合の具体的な施工方法等を記載
する。また、必要に応じ、説明図を添
付する。）

※１ 技術開発の実績（NETIS への登録）がある場合、①に記載する。また、NETIS 登録者であることが確認できる資料

を添付すること。登録者と記載されていない場合は、技術開発者であることが証明できる資料を添付すること。

※２ 本工事に「NETIS 新技術情報提供システム」に掲載された「有用な新技術」を活用する場合、②に記載する。また、

当該技術について NETIS の「有用な新技術」であることが確認できるページを添付すること。

※３ ①と②は重複加点しないが、①と②が同技術である場合は重複加点するものとする。

※４ 本工事に使用する新技術の技術区分は、下記の区分の中から記載すること。

1) 工法、2) 材料、3) 機械、4) 製品、5) システム

※５ ②は、本工事で使用を予定している「有用な新技術」１件について記載すること。

※６ 発注者指定によって実施を求められた技術については評価しない。

※７ 関連分野における技術とは、当該工事で施工する工種で活用できる（活用する）ものとする。

※８ ＩＣＴの活用を評価する工事においては、ＩＣＴ活用の項目で評価対象となりえる技術について、関連分野での「技

術開発」実績（ＮＥＴＩＳへの登録）及び「有用な新技術」の活用では評価対象としない。

※９ 本入札公告日時点において、掲載期間終了技術については、加点対象としない。

※10 施工監理能力の確認（書面）に記載した内容については、加点対象としない。ただし、施工監理能力の確認（書面）に

記載している NETIS 登録技術が異なる場合に限り、加点対象とする。

※11 文字の大きさは 10.0 ポイント以上、Ａ４判片面１枚以内とする。ただし、項目（①、②）毎に１枚以内としても

よい。

※12 記載欄を調整しても良いが、Ａ４判片面１枚以内に収めること。

工事名称、会社名（共同企業

体の場合は共同企業体名）は

必ず記載してください。

共同企業体の場合、１枚で良い。
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【舗装工事】
（別記様式９） （用紙Ａ４）

そ の 他 の 技 術 的 適 性

工事名：
会社名：

項 目 当該工事における施工体制

舗装施工管理
技術者の配置

当該工事に配置予定の舗装施工管理技術者（(一社)日本道路建設業協会認
定資格）について、次のいずれかを○で囲み、配置ありの場合は、（ ）内
に該当する人数を記入すること。

・配置あり （１級の有資格者数 人、２級の有資格者数 人）

・配置なし

※ 当該技術者は元請と恒常的雇用関係にある技術者で、当該工事に専任
配置する場合に限る。また、監理技術者又は主任技術者が当該資格を有
する場合も含む。

技能者の配置 当該工事に配置予定の技能者について、次表に記入すること。
当該工事に配置予定の技能者の全人数 人

内、元請に雇用されている人数 人

内、子会社である１次下請に雇用されている人数 人

※ 技能者とは、職長、主要機械のオペレーター、レーキマンに限る。
※ 子会社とは、当該工事の元請と連結決算を行っている会社をいい、１
次下請に限る。

主要機械の配
置

当該工事に配置予定の主要機械について、次表に記入すること。

アスファル

トフィニッ

シャ

コンクリート

フィニッシャ

マカダム

ローラ

タイヤロ

ーラ

振動ロー

ラ

モーター

グレーダ

路 面 ヒ ー

タ

計

当該工事に配置予定

の主要機械の全台数

内 、元請が

保有又は長期

リースしてい

る台数

内、子会社で

ある１次下請

が保有してい

る台数

※ 主要機械とは、Ａｓフィニッシャ、Ｃｏフィニッシャ、マカダムロー
ラ、タイヤローラ、振動ローラ、モーターグレーダ、路面ヒータに限る。

※ 長期リースとは、３年以上の契約とする。それ以外のリースはレンタ
ルとする。

※ 技能者及び主要機械の配置数については、予定している施工のピーク時とすること。

工事名称、会社名（共同企業

体の場合は共同企業体名）は

必ず記載してください。

共同企業体の場合、１枚で良い。
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（別記様式 10） （用紙Ａ４）

一括審査方式にかかる参加希望一覧表

本工事名

会社名：

工 事 名

（一括審査方式対象工事）

参加希望の有無 資料及び施工計画の添付（添

付する工事に「○」を記入）

① 工事名 有・無

② 工事名 有・無

③ 工事名 有・無

④ 工事名 有・無

工事名称、会社名（共同企業

体の場合は共同企業体名）は

必ず記載してください。
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別記様式 11 （用紙Ａ４）

ＩＣＴ施工技術の活用（ICT 活用工事）【土工】
（工事名：○○○○○○○工事）

会社名：○○○○○

当該工事の土工において、ICT 施工技術を全ての施工プロセスの段階で活用する場合は、「□全て活用する」のチェック

欄に「■」と記入する。

チェック欄 施工プロセスの段階 適用技術・機種

□全て活用する

①３次元起工測量

・空中写真測量（無人航空機）を

・レーザースキャナーを用いた起

・トータルステーションを用いた

・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量

・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量

・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量

・その他の３次元計測技術を用いた起工測量

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。

※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。

②３次元設計データ作成 ※３次元出来形管理に用いる３次元設計データの作成を実施しなけ

ればならない。

③ＩＣＴ建設機械による施工

【作業工種】

・掘削工

・盛土工

・路体盛土工

・路床盛土工

・法面整形工

・３次元ＭＣ 又は ３次元ＭＧ ブルドーザ

・３次元ＭＣ 又は ３次元ＭＧ バックホウ

※採用する機種及び活用作業工種・施工範囲については、受注後の協

議により決定する。

※当該工事に含まれる左記作業の工種のいずれかでICT建設機械を活

用すれば良い。

④３次元出来形管理等の施工管

理

・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理

・レーザースキャナーを用いた出来形管理

・トータルステーションを用いた出来形管理

・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理

・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理

・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理

・その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。

※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。

※「①３次元起工測量」で採用した技術と相違しても良い。

・ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め回数管理

※盛土の締固作業が工事内容に含まれない場合は、本技術は本表の対

象外とする。

※現場条件等から、ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め回数管理技術の実施

が適さないと判断される場合は、従来手法（砂置換法、ＲＩ等）で管

理することを認める。

⑤３次元データの納品

注 1) ＩＣＴ活用工事及びＩＣＴ活用施工の詳細については、特記仕様書によるものとする。

注 2) 「□全て活用する」のチェック欄に「■」と記載された場合のみ、加点評価の対象とする。

注 3) 「ICT 施工技術の活用」において加点評価された場合、本表の「適用技術・機種」欄に記載した技術・機種に適用す

る「有用な新技術の活用」又は「技術開発」については重複評価はしない。

注 4) 本表適用技術・機種欄に掲載するＩＣＴ施工技術を工事に活用する場合、施工監理能力の確認（書面）では評価対象と

しない。ただし、本表適用技術・機種欄に掲載するＩＣＴ施工技術を応用（別の技術を組み合わせて効果を高める、又

は別の効果を発現する等を含む）した部分は、その応用部分（付加的な内容）についてのみ施工監理能力の確認（書面）

での評価対象とする。

注 5) 特記仕様書により指定した技術については、加点評価はしない。

注 6) ＭＣとはマシンコントロール機能、ＭＧとはマシンガイダンス機能をいう。

注 7) 「③ＩＣＴ建設機械による施工」だけを活用する場合は、本表によらず、受注後に提案されたい。

工事名称、会社名（共同企業

体の場合は共同企業体名）は

必ず記載してください。

共同企業体の場合、１枚で良い。
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（別記様式１２－１） （用紙Ａ４）

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況
工事名：

会社名：

※ １～３の全項目について、該当するものに○を付けること。

※ それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し・一般事業主行動計画策定・

変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を添付すること。

※ 「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規

定する同要綱の対象となる外国法人については、別記様式１２－２を使用する。

１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等

○ プラチナえるぼし認定を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ えるぼし３段階目の認定を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き

方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き

方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をし

ており、かつ、常時雇用する労働者が 100 人以下である。

【 該当 ・ 該当しない 】

２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定

○ 「プラチナくるみん認定」を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

○「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ 「くるみん認定」（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）を取得して

いる。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ 「トライくるみん認定」を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ 「くるみん認定」（平成 29 年３月 31 日までの基準）を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

３．青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定

○ ユースエール認定を取得している。

【 該当 ・ 該当しない 】

会社名は必ず記載してください。

（共同企業体の場合は、構成員毎に記載してください。）
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